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【手続補正書】
【提出日】平成23年8月25日(2011.8.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　機械（１）の傾斜した駆動軸（５）の少なくとも１つの特性量（Ｋ１～Ｋ８）を確定す
るための方法であって、前記軸（５）は回転式の駆動ユニット（２）及び直線式の駆動ユ
ニットの少なくとも一方を用いて駆動され、前記軸（５）のあらかじめ与えられた変位経
路（Ｗ）に沿って前記駆動ユニット（２）に作用するトルク（ＭＦ、ＭＲ）ないしそれに
対応する力が測定されるものにおいて、
・順方向及び逆方向の前記トルク（ＭＦ、ＭＲ）ないし力が測定され、
・一方ではエネルギーを保存するモーメント（Ｋ２～Ｋ４、Ｋ８）ないしエネルギーを保
存する力及び他方では摩擦に依存するモーメント（Ｋ１、Ｋ５～Ｋ７）ないし摩擦に依存
する力の少なくともいずれかが、所属のトルクないし力の値の計算による重畳によって、
方向に依存しない少なくとも１つの特性量（K1～Ｋ８）として確定される
機械の駆動軸の特性量確定方法。
【請求項２】
　エネルギーを保存するモーメント（Ｋ２～Ｋ４、Ｋ８）が前記軸（５）を介して前記駆
動ユニット（２）に作用する重さを補償するようなモーメントであり、ないしはエネルギ
ーを保存する力が前記作用する重さを補償するような力である請求項１記載の方法。
【請求項３】
　エネルギーを保存するモーメント（Ｋ２～Ｋ４、Ｋ８）が前記軸（５）を介して前記駆
動ユニット（２）に作用する弾性力を補償するようなモーメントであり、ないしはエネル
ギーを保存する力が対応して作用する弾性力を補償するような力である請求項１又は２記
載の方法。
【請求項４】
　前記トルク（ＭＦ、ＭＲ）ないし力が前記軸（５）のあらかじめ与えられた一定の変位
速度において順方向及び逆方向に測定される請求項１～３のいずれか１つに記載の方法。
【請求項５】



(2) JP 2009-95227 A5 2011.10.13

・前記トルク（ＭＦ、ＭＲ）について、それぞれ所属の前記変位速度が順方向及び逆方向
に測定され、
・前記エネルギーを保存するモーメント（Ｋ２～Ｋ４、Ｋ８）及び前記摩擦に依存するモ
ーメント（Ｋ１、Ｋ５からＫ７）の少なくとも一方が、所属の加速度に依存する慣性力及
び速度に依存する摩擦力を計算により考慮してトルク値の計算による重畳によって確定さ
れ、
・前記対応するエネルギーを保存する力及び摩擦に依存する力の少なくとも一方が相応す
る力の値の重畳によって確定される
請求項１～３のいずれか１つに記載の方法。
【請求項６】
　前記トルクないし力の値が前記軸（５）の前記変位経路（Ｗ）に依存して測定される請
求項１～５のいずれか１つに記載の方法。
【請求項７】
　前記少なくとも１つの計算により確定された特性量（Ｋ１～Ｋ８）がそれぞれの比較値
と比較され、前記比較値から許容できないずれが存在する場合には警報が発せられる請求
項１～６のいずれか１つに記載の方法。
【請求項８】
　計算により確定され、エネルギー保存の、かつ方向に依存しない特性量（Ｋ２～Ｋ４、
Ｋ８）が、モーメントオフセット（Ｋ２）、最大保存のモーメント（Ｋ３）、最小保存の
モーメント（Ｋ４）又は弾性力のモーメント傾向（Ｋ８）であり、ないしは力オフセット
、最大保存の力、最小保存の力又は弾性力の力傾向である請求項１～７のいずれか１つに
記載の方法。
【請求項９】
　計算により確定され、摩擦に依存し、かつ方向に依存しない特性量（Ｋ１、Ｋ５～Ｋ７
）が、平均の摩擦モーメント（Ｋ１）、最大の摩擦モーメント（Ｋ５）、最小の摩擦モー
メント（Ｋ６）又は摩擦力のモーメント傾向（Ｋ７）であり、ないしは平均の摩擦力、最
大の摩擦力、最小の摩擦力又は摩擦力の力傾向である請求項１～８のいずれか１つに記載
の方法。
【請求項１０】
　前記機械（１）の複数の駆動軸（５）に対する少なくとも１つの特性量（Ｋ１～Ｋ８）
が確定される請求項１～９のいずれか１つに記載の方法。
【請求項１１】
　前記機械（１）の少なくとも１つの駆動軸（５）の少なくとも１つの特性量（Ｋ１～Ｋ
８）を、前記機械（１）の運転開始時、設定時及び運転継続中の少なくともいずれかにお
いて監視するため、請求項１～１０のいずれか１つに記載の方法を用いる使用方法。
【請求項１２】
　自動化技術及び製造技術において請求項１～１０のいずれか１つに記載の方法を用いる
使用方法。
【請求項１３】
　機械（１）の少なくとも１つの特に傾斜した駆動軸（５）の少なくとも１つの特性量（
Ｋ１～Ｋ８）を確定するための測定及び評価ユニットであって、前記機械（１）の前記各
軸（５）が回転式の駆動ユニット（２）及び直線式の駆動ユニットの少なくとも一方を用
いて駆動可能であり、前記測定及び評価ユニットは信号技術的及びデータ技術的の少なく
とも一方によって前記各軸（５）のトルクないし力を測定するためのトルクセンサ（１３
）ないし力センサ、及び前記各軸（５）の変位経路（Ｗ）の経路検出のための経路検出器
と接続可能であり、前記測定及び評価ユニットは、前記各軸（５）の順方向及び逆方向の
前記トルク（ＭＦ、ＭＲ）を測定技術的に検出するための手段と、一方ではエネルギーを
保持するモーメント（Ｋ２～Ｋ４、Ｋ８）ないし力及び他方では摩擦に依存するモーメン
ト（Ｋ１、Ｋ５～Ｋ７）ないし力の少なくともいずれかを所属のトルクないし力の値の計
算による重畳によって少なくとも１つの方向に依存しない特性量（Ｋ１～Ｋ８）として計
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算により確定するための手段とを有する機械の駆動軸の特性量を確定するための測定及び
評価ユニット。
【請求項１４】
　前記各軸（５）の前記変位経路（Ｗ）に依存して前記トルクないし力の値を検出するた
めの手段を有する請求項１３記載の測定及び評価ユニット。
【請求項１５】
　前記測定及び評価ユニットが前記各軸（５）の順方向及び逆方向の変位速度を計算する
ための手段を有し、前記測定及び評価ユニットがエネルギー保存のモーメント（Ｋ２～Ｋ
４、Ｋ８）及び摩擦に依存するモーメント（Ｋ１、Ｋ５～Ｋ７）の少なくとも一方を所属
の加速度に依存する慣性力及び速度に依存する摩擦力の計算による考慮のもとに所属のト
ルク値の計算による重畳によって確定するための手段を有し、ないしは前記測定及び評価
ユニットが対応するエネルギー保存の力及び摩擦に依存する力の少なくとも一方を相応す
る力の値の重畳により確定するための手段を有する請求項１４記載の測定及び評価ユニッ
ト。
【請求項１６】
　前記測定及び評価ユニットが計算により確定された少なくとも１つの特性量（Ｋ１～Ｋ
８）を出力するための出力手段を有する請求項１３～１５のいずれか１つに記載の測定及
び評価ユニット。
【請求項１７】
　前記測定及び評価ユニットが、少なくとも１つの前記確定された特性量（Ｋ１～Ｋ８）
を各比較値と計算により比較するための比較手段と、前記比較値と許容されないずれが存
在する場合にそれぞれの警報を出力するための出力手段を有する請求項１３～１６のいず
れか１つに記載の測定及び評価ユニット。
【請求項１８】
　計算により確定可能でエネルギーを保存し方向に依存しない前記特性量（Ｋ２～Ｋ４、
Ｋ８）が、モーメントオフセット（Ｋ２）、最大保存のモーメント（Ｋ３）、最小保存の
モーメント（Ｋ４）又は弾性力のモーメント傾向（Ｋ８）であり、ないしは力オフセット
、最大保存の力、最小保存の力又は弾性力の力傾向である請求項１３～１７のいずれか１
つに記載の測定及び評価ユニット。
【請求項１９】
　確定可能な摩擦に依存し方向に依存しない前記特性量（Ｋ１、Ｋ５～Ｋ７）が、平均の
摩擦モーメント（Ｋ１）、最大の摩擦モーメント（Ｋ５）、最小の摩擦モーメント（Ｋ６
）又は摩擦力のモーメント傾向（Ｋ７）であり、ないしは平均の摩擦力、最大の摩擦力、
最小の摩擦力又は摩擦力の力傾向である請求項１３～１８のいずれか１つに記載の測定及
び評価ユニット。
【請求項２０】
　機械（１）の駆動軸（５）の少なくとも１つの特性量（Ｋ１～Ｋ８）を、前記機械（１
）の運転開始時、設定時及び運転継続中の少なくともいずれかにおいて監視するため、請
求項１３～１９のいずれか１つに記載の前記測定及び評価ユニット（１１）を用いる使用
方法。
【請求項２１】
　機械（１）の制御及び監視のための制御機器であって、前記機械（１）は、前記制御機
器を介して操作可能な回転式駆動ユニット（２）及び前記機械（１）の少なくとも１つの
特に傾斜した軸（５）を直線的に移動させるため直線式駆動ユニットの少なくとも一方を
有し、前記機械（１）は前記各軸（５）のトルクないし力を測定するためのトルクセンサ
（１３）ないし力センサ及び前記各軸（５）の変位経路（Ｗ）の経路検出のための経路検
出器を有し、信号技術的及びデータ技術的の少なくとも一方により機械（１）と結ばれた
前記制御機器は請求項１３～１９のいずれか１つに記載の測定及び評価ユニット（１１）
を有する機械の制御及び監視のための制御機器。
【請求項２２】
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　請求項２１記載の制御機器（１０）と、前記制御機器（１０）を介して操作可能な少な
くとも１つの回転式の駆動ユニット（２）及び機械（１）の各軸（５）を直線的に変位さ
せるための直線式の駆動ユニットの少なくとも一方を有する機械、特に工作機械。
【請求項２３】
・前記少なくとも１つの回転式の駆動ユニット（２）がそれぞれ周波数変換器（３）、電
動機（４）及び前記電動機の回転運動を前記各軸（５）の直線的変位運動に変換するため
のスピンドル駆動部（６）を有し、
・前記各駆動ユニット（２）の前記周波数変換器（３）は電動機電流を検出するための電
流センサを有し、
・前記制御機器（１０）は、前記電流センサを用いて検出された電流値から前記電動機（
４）に現に作用するトルク（ＭＦ、ＭＲ）を計算するための手段を有する
請求項２２記載の機械。
【請求項２４】
・前記少なくとも１つの直線式の駆動ユニットはそれぞれ周波数変換器（３）及び前記各
軸（５）を変位させるためのリニアモータを有し、
・前記各駆動ユニットの前記周波数変換器（３）はリニアモータ電流を検出するための電
流センサを有し、
・前記制御機器（１０）は前記電流センサを用いて検出された電流値から前記リニアモー
タに現に作用する力を計算するための手段を有する
請求項２２又は２３記載の機械。
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